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要       旨 

 

１ 作成の背景 

 科学技術を重要な戦略の柱と位置づけているわが国では、文理横断的な普遍的知識と技

能を身につけ、予測不能な時代に対応できる思考力を持つ人材の必要性が高まっている。

また、高齢化と少子化が急激に進む近年、労働集約型から知識集約型の産業へと転換する

Society 5.0の実現には、急速に進歩する AIなどを活用する人材の育成が急務である。 

 そのためには、大学の基礎課程での理・数・工系科目において、知識を付与する教育か

ら、論理的、批判的、創造的思考力を養う教育への改革が必要である。特に、物理学は普

遍性と論理性のゆえに、社会を変革する能力を身につける上で重要である。AIの学習の

仕組みや特徴の理解や、データの正しい理解と取り扱いにも物理学の観点が有用である。 
 日本学術会議第 23期の物理学委員会・物性物理学・一般物理学分科会では、上記の背

景に対応して、物理教育研究ワーキンググループを立ち上げ活動をしてきた。その中にお

いて、多くの大学の基礎教育レベルでの物理学教育が有効な効果を十分にあげているとは

言えないという現状の一方で、欧米の物理教育研究がめざましい発展を遂げ、わが国にお

いても一部の教育研究の専門家により成果をあげつつあるということが明らかになった。

そこで第 24期の物理学委員会では物理教育研究の検討を物理学全分野に広げ、さらに多

面的な検討と、新時代の物理教育変革に繋がる議論を行うために物理教育研究分科会を設

置した。本提言ではわが国の物理教育と物理教育研究の現状を分析し、物理教育研究の強

化と大学基礎課程における物理教育の変革のために実効性のある方策を提案する。 

  

２ 現状および問題点 

近年、欧米の物理教育研究がめざましい発展を見せているのは、Discipline Based 

Education Research（DBER）、すなわち学問分野の専門性に基づいた教育研究の考え方を

とりいれていることによる。ここでは認知心理学や脳科学の知見を積極的に取り入れて、

各学問分野固有の専門性を習得する過程で、学習者がどのような困難を感じてどこでつま

ずくか、どのような誤った概念習得をするかなどについて、当該分野の専門家による判断

を行いながら、知識理解と応用力習得を促す教育方法の実践的で実証的な研究を行う。ま

た、エビデンスに基づいた教育効果評価の研究なども重要な要素になってきている。 

欧米諸国では、このような物理教育研究の成果が、計算機とネットワーク環境を活かし

教育現場で効果的かつ効率的な授業の実践に結びつきつつある。ここに至るまでには、物

理教育の研究者や、授業の担当教員の努力のみならず、関係諸学会や科学振興の組織等が

物理教育研究の重要性を認識しその推進策をとったこと、いくつかの大学では授業改革に

向けて積極的な組織改革や活動支援を行ったことが大きな役割を果たしている。 

わが国でも教育系大学の研究者などを中心として、この新しい教育方法を試みる活動が

積極的に行われて来ている。その一つとして、米国で開発された教育効果評価方法を使っ

て、物理を学ぶ大学生について広範な調査が行われた。その結果、基礎物理学コース履修

の前と後の間の力学基礎概念の理解度の伸び率はおしなべて低く、授業効果が上がってい
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ないことが示された。また、欧米と同様にその伸び率に男女差（ジェンダー・ギャップ）

があることも見えてきた。その一方、物理教育研究に基づく授業改革の手法を取り入れた

いくつかのクラスでは際立って理解の伸び率が高かった。 

このようなわが国の状況の問題点として挙げられるのは、物理教育研究に関わる研究

者、すなわち専門研究者と、それにもとづく教育を実践している教員がいまだに少なく、

かつ広く分散していることである。物理教育研究に関わる学会活動は日本物理学会、日本

天文学会、応用物理学会、日本物理教育学会などで行われおり、さらに大学のみならず高

等専門学校や高等学校などにも専門研究者が存在する。しかし、相互の連携は乏しく、さ

らに、専門研究者と授業を実践している教員の連携が十分だとは言えない状況である。物

理教育研究自体が広く知られていないことも事実である。 

また、この改革には大学等の組織的な取り組みが必要である。大学教育改革の必要性は

多方面から指摘されているが、各専門分野における教育研究に基づき、実際にエビデンス

を得ながら改革をしていく試みはわが国には多くない。また、大学の 1－2年次に７割の

単位を集中させる大学生の履修環境は、基礎科目を深く学習する事を困難にしている。 

 

３ 提言の内容 

 以上の問題点を踏まえ、これからのわが国が目指す知的集約型社会で活躍する論理的創

造的思考ができる人材を育成するために必要な、大学基礎課程における物理学教育を以下

のように改革することを提言する。 

１) 物理学の中に学術分野としての物理教育研究の構築が必要である。 

そのためには現在分散している当該分野の研究者自身が、研究の場を確保し、研究

会などを組織運営し、論文出版の場を形成するなどの主体的活動を行い、相互に連

携して研究のコミュニティを形成することが重要であるが、加えて、関連諸学会に

代表される物理学全体のコミュニティからの支援も必要である。その中で、物理学

分野における男女差の研究とその克服は今後の重要課題の一つである。 

 ２) 物理教育研究の人材育成を推進すべきである。 

物理学のコミュニティが一致して、物理教育研究の研究室を認め、学位取得の道を

拡げるなどして、人材育成を推進することが必要である。 

 ３) 物理教育研究に基づく改革型授業の大学教育の現場への組織的な導入を積極的に推

進すべきである。 
物理教育研究の専門家と授業を実践する教員の連携による授業改革を可能とするた

めの環境が整備される必要がある。そのためには、第一には学科レベル、さらには

学部・大学等の積極的な取り組みが必要である。 
 ４) 物理教育研究に基づく改革型の授業を効果的に行うための教育環境を整備する。 

大学前期教育において、一科目に十分な学習時間が確保できる履修環境が必要であ

り、またグループ授業や情報通信技術が駆使できる環境も必要である。そのため

に、学部・大学、文部科学省等による連携した取り組みが必要である。    
 



 

目        次 
 

１ はじめに  ................................................................ １ 
２ 高等教育における物理学教育の現状と物理教育研究の動向  ................... ３ 
(1) 学問分野の専門性に基づく教育研究（DBER）とは何か  .................... ３ 
(2) 物理教育と物理教育研究の国際動向  .................................... ５ 
(3) 物理教育研究の日本での動向  .......................................... ６ 

３ 物理教育改革への道  .................................................... １２ 
(1) 学術分野としての「物理教育研究 PER」の強化  ........................ １３ 
(2) 研究人材の育成  .................................................... １４ 
(3) 物理教育研究の普及と現場教育との連携  .............................. １４ 
(4) 物理教育研究の普及と大学教育システム  .............................. １５ 

４ 提言  .................................................................. １５ 
＜参考文献＞ ............................................................... １８ 
＜参考資料１＞審議経過  .................................................... ２１ 
＜参考資料２＞日本学術会議 学術フォーラム（2019年 9月 27日） ............. ２２ 
＜参考資料３＞アメリカ物理学会(American Physical Society ) 声明（1999年） ２３ 
＜参考資料４＞AAU(Association of American Universities)会長メッセージ（2017年）

 ........................................................................... ２４ 
 
 

                                



 １ 

 
１ はじめに 
 日本学術会議は、工学教育に関連して、わが国が技術立国として国際的責任を果たすと

ともに国内産業を活性化させるには、それを担う人材の育成が不可欠であることを予てよ

り指摘してきた [1] [2]。その中では単なる知識教育ではなく、社会や産業への関心を持

たせ、倫理的、論理的、批判的、創造的思考ができる教育、および実際の技術問題と関連

性を持たせた基礎教育を推進することが重要であると考えてきた。そのためには教育の基

盤・環境整備を行うとともに、新しい工学教育を推進するため、教育方法や評価方法に関

する研究や先導的教育改革への財政的援助の必要性を指摘してきた。現時点で改めて振り

返るとそこでの問題の分析は、工学教育に留まらず、科学技術教育一般に当てはまる面が

少なくない。 

 実際、少子高齢化が急激に進む日本では、今日この問題はより顕在化し具体的となって

いる。これまでの労働集約型の社会構造を変えて、スマート化による知識集約型の産業を

基軸に、個を活かし全世代を活用する社会 Society5.0の実現が急務となっている [3]。 

 文部科学省の中央教育審議会による「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」

によれば、予測不能な時代に対応するには、文理横断的な普遍的知識と技能を身につけ、

論理的思考力を持って社会を改善していく資質をもった人材の育成が必要とされている

[4]。また、理工系人材の育成では、新たな科学技術の展開に対応した人材育成に資する

ような、柔軟な教育システムへの改革を求めている。 

内閣府の統合イノベーション戦略推進会議による「AI戦略 2019」では、急速に進歩す

る AIを社会に実装するために必要な人材の不足が指摘され、大学の基礎教育における文

理を超えた AI教育の強化により年間 25万人の AI人材を生み出すことが謳われている 

[5]。 

 このような環境のもとでは、理工系あるいはより広い分野にわたって最も基本的な科学

リテラシーを与える大学の基礎課程での物理教育の役割はますます重要性を増している。

物理学の普遍性と論理性は、予測不能な未来に柔軟に対応し、社会を変革する能力を身に

付ける上で不可欠な要素である。日本学術会議物理学委員会物理学分野の参照基準検討分

科会は、2016年に、報告 「大学教育の分野別質保証のための教育課程編成上の参照基準 

物理学・天文学分野」[6] を発出して物理学分野と天文学分野の学術領域としての特質と

教育課程編成上の参照基準を示している。AIの機械学習の仕組みや特徴を理解し、デー

タを正しく理解し取り扱うためにも物理学の観点での取り組みが有効となる。自然現象へ

の物理学的なアプローチや、物理法則や諸概念の体系の学習を通じて養うことができる主

体的かつ科学的に考える能力を基礎教育レベルでしっかりと身につけることが、今後の知

識集約型社会で活躍する人材の育成にとって非常に有用である。 

第 24期日本学術会議・物理学委員会では、上記のような急速な科学技術の発展に対応

するためには、大学の基礎課程での物理教育の改革が急務であると考え、物理教育研究分

科会を立ち上げた。本分科会は、第 23期の物理学委員会・物性物理学・一般物理学分科

会においてワーキンググループとして行った議論を、物理学全分野に広げてより一般的な
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内容とすることを目的に設置した。これまでに４回の分科会が開催され、そのなかでは、

わが国の大学基礎課程における物理教育の現状と諸外国のエビデンスに基づく物理教育研

究の最近の進展などについて専門家を招いた議論も行った。前期までの議論とともにこれ

らをもとに、学生が主体的に取り組み、物理現象と法則の本質を理解できるような物理教

育のあり方と、それを具体的に実行するための手段や問題点などを議論した。さらに、

2019年 9月 27日に学術フォーラム「今問われる物理教育改革－より効果的な理工学教育

をめざして」（参考資料２）を開催し、物理教育に関わる各方面の講師による大学の理工

学分野の教育の現状について問題提起の後、より広い視野から理工系人材の育成にとって

基盤となる物理学の教育改革を考え、具体的な指針を得るための議論を行った。これらの

議論をもとに本提言をまとめた。 
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２ 高等教育における物理学教育の現状と物理教育研究の動向 
 ここでは、まず始めに学問分野の専門性に基づく教育研究（Discipline Based 

Education Research-DBER）の概念について述べる。この考え方は海外における物理教育

改革の歩みと近年の物理教育研究の進展の中で醸成されてきた概念であるが、その海外で

の歩みと近年の動向を俯瞰し、その上で、わが国における高等学校および大学の理工系初

年次レベルの物理教育ならびに物理教育研究の現状を述べる。 

 
 (1) 学問分野の専門性に基づく教育研究（DBER）とは何か 

次節(2)で述べる米国での物理教育と物理教育研究の動向は、学問分野に基づく教育

研究（DBER）の考え方に基づいている #[7]。 

DBERとは Discipline Based Education Research、すなわち学問分野の専門性に基づ

いた教育研究である。一般に教育学には個々の専門領域を超えた普遍的な目標がある

が、DBERでは、それぞれの学問領域に固有の考え方や枠組み、概念や法則の精妙な体

系構造があり、その理解なしには効果的な教育は望めないため、個々の学問領域ごとに

教育研究（Education Research）が必要になるという考え方である。その中では、認知

心理学や脳科学の知見を積極的に取り入れて、各学問分野固有の専門性を習得する過程

で、学習者がどのような困難を感じてどこでつまずくか、どのような誤った概念習得を

するかなどについて、当該分野の専門家による判断を行いながら、知識理解と応用力習

得を促す教育方法の実践的で実証的な研究である。そのため、この研究は当該の学問分

野に属する研究領域として位置づけられている。 

DBERは物理学をはじめ、STEM（Science, Technology, Engineering and 

Mathematics）と呼ばれる科学・技術の諸分野で急速に発展しつつある。この研究を推

進する上で大きな役割を果たしたのは、ノーベル物理学賞の受賞者で、スタンフォード

大学教授の Carl Wiemanらであるが [8] [9] [10]、米国の物理教育界で今日の DBER

の原型となる研究がワシントン大学の Lilian McDermott [11] らによって本格的に始

まったのは 50年以上前に遡り、その後、その門下生達が米国全土の大学の物理学科に

物理教育研究、すなわち Physics Education Research（略称 PER）の専門家として赴任

し、物理分野の DBER としての物理教育研究の発展に大きく寄与した。また、メリーラ

ンド大学の Edward Redish [12]やハーバード大学の Eric Mazur [13] は、この研究の

発展と普及に大きく貢献し、現在に至るまで大きな影響力を有している。DBERについ

ては全米研究評議会（National Research Council）が 2012年に 282ページに及ぶ報告

書[7]を出していて、その中で DBERの研究目標について、次のような詳細な定義づけを

している。 

・人が科学・技術の概念、研究方法、考え方の習得を如何にするのかを理解すること 

・ある分野の専門領域の本質とそれがどのように発展したかについて理解すること 

                                                 
# 以降、物理教育研究とは物理教育を対象とした DBERに基づく研究を指す。 



 ４ 

・学習者がこれらの目標に向かって学習を進めるために、ふさわしい学習目標と教授

方法がどのようなものかをつきとめて、その評価を助けること 

・DBERの研究成果を実際の授業に移転することが可能になるような知識ベースの構築

に寄与すること 

・科学技術教育を広範で包括的なものとするアプローチの方法を突き止めること 

このように、DBERは(a)専門領域の概念や法則についての固有の体系性や個々の概念

の中身、重要性、習得のポイントなどの熟知と、(b)認知心理学・脳科学の成果の摂取

という２つの基盤の上で、教育方法の改善を学術研究として進めようとする全く新しい

研究分野である。 

現在では、既に STEMの様々な分野で、さらには STEM以外の専門分野でも、DBERの

重要性が認識され研究と実践が立ち上がりつつある。その際、上述のようにそれぞれの

学問分野に固有の考え方や枠組み、概念や法則の精妙な体系構造があるため、まずは、

それぞれの専門分野での DBERを構築する必要がある。その中で物理学分野では、物理

学の概念は、基礎的なものでさえ直観的理解を裏切る「非日常」的なところが多く、従

来型の講義主体の教育の有効性がとりわけ乏しいことに加え、大学の基礎物理教育の対

象となる学生の量的な拡大と進路等の多様化に真摯に応える必要性の認識などがあずか

って、比較的早くから効果的な授業方法の学問的な研究が進められてきた[12]。そこ

で、本提言では、DBERの中でも、その典型例の一つとして、特に物理教育研究

(Physics Education Research: 略称 PER)に焦点をあてる。そして、物理教育研究の推

進がわが国における様々な学術分野での DBERの構築の契機となり分野間の連携が促進

されることを期待する。 

PERや DBERの研究の中でまず明らかにされたことは、学習者に対して一方向的に情

報を伝達する「講義」を中心に据えた従来型の授業、すなわち学習者が受動的に情報を

受け取る伝統的な授業は、実は学習の効率がきわめて低いことである。 

その理由は以下の様に説明できる。学習は、(1) 情報の学習者へのトランスファー

と、(2) この情報をもとに学習者自身が能動的に概念理解を深め、適切な場面で適切に

活用する能力を身に付けること、とからなる２段階プロセスである。真の学習の成立に

はとりわけこの第 2段階が重要である。ところが「講義」中心の従来型授業は、段階

(1)にとどまっているため有効性が乏しい。そこで、教室では、段階（2）の、教員から

の適切なフィードバックや学習者相互の話し合いのなかで学習者自らの能動的な学習を

促す活動に重点を置く種々の授業手法が開発・試行され、有効性の検証を経て普及が図

られている。 

一方、一般に「アクティブ・ラーニング」は、学問分野の内容とは関係なく、学生相

互の意見の交流などで効果を上げることが期待される授業方法であると理解されがちで

ある。しかし、PER・DBERはそれ以上に、当該分野の基本概念や法則そしてそれら相互

の連関についての専門家の理解を踏まえ、その学習における学生の困難とその克服の支

援についての詳しい検討が必要であることを共通認識としている。 
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物理教育研究に基づいて開発された改革型授業・学習法の具体例としては Tutorial

学習、Interactive Lecture Demonstrations（相互作用型演示実験講義）、Peer 

Instruction（教えあい方式）、Studio方式などがあり、文献 [12]やその和訳版 [14]

などに解説されている。これらは総称して、「アクティブ・ラーニング（AL）」、「研

究に基づく指導方略」、「相互作用型（インターラクティブ） 学習」などと呼ばれて

いるが、以下では一括して（研究に基づく）改革型授業と呼ぶ。 

 
 (2) 物理教育と物理教育研究の国際動向 

科学教育・物理教育の有効性の向上に向けた努力は 100年以上にわたって様々な側面

から続けられてきた。とくに第２次大戦後、米国では、1950年代末から 1970年代にか

けて、ソ連によるスプートニクの打ち上げなど国際的な科学技術競争の激化の認識か

ら、科学教育改革に対する国家的な大型資金助成が行われた。その中で当時の指導的な

物理学研究者から、質の高いカリキュラムと教材を開発する動きが始まり、それは瞬く

間に世界に広がった。しかし、この年代の米国の国家的な科学教育改革の努力の多くは

中等教育段階のものであり、また必ずしも当初期待されたほど普及しなかった。 

一方、米国の物理研究者や教育研究者の中から、物理教育改革には、「物理教育」そ

のものについての実証的で再現性があり、ピアレビューに耐え蓄積可能な研究の基盤が

必要であるという認識から、物理教育研究（Physics Education Research: PER）が生

まれた。そのきっかけの一つは、履修したはずの内容を学生達がほとんど理解していな

いという教員間における認識の拡がりであった。そこで、発達の著しい認知心理学や脳

神経科学などの分野での思考や学習のプロセスについての成果を取り入れながら、コン

ピュータ関連技術を活用して、物理教育を科学研究の対象にして、その高度化・効率化

の可能性を探る研究領域としての物理教育研究の流れが始まった [15]。このような中

で、物理学や理科教員養成を専門にしていた研究者の中から物理教育研究を専門分野に

する研究者が現れ、物理教育研究を研究領域にする大学院学生の教育が行われるように

なった。また、アメリカ国立科学財団 National Science Foundation（NSF）が広く科

学・技術の諸分野（Science, Technology, Engineering and Mathematics：以下 STEM

と表す）の教育分野でも Postdoctoral Fellowship制度を始めたことがこの分野の若手

研究者育成に大きく寄与した。 

物理教育研究では、当初、誤概念の研究や、概念形成の研究、力学概念理解度調査

（Force Concept Inventory: FCI）など概念理解度評価の研究などが行われ、さらに研

究成果に基づいたカリキュラム材料の開発などが展開して来た。研究対象も当初は大学

初年次や高校レベルの力学教育が中心だったが、現在では電磁気学や、熱学・統計力

学、また量子力学など、様々な物理科目や、大学の上級レベルの教育も対象になってい

る。また、得られた知見は、大学の文系学生に対する物理教育や、初中等教育にも活用

されつつある。 

このような米国における物理教育研究の発展の背景には、1970年代から始まった中

核となる研究者達が連携したコミュニティ形成への努力がある [12]。その一つとして
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1981年にアメリカ物理教員協会（AAPT）の中に物理教育研究委員会が形成された。こ

の委員会は AAPTやアメリカ物理学会（APS）にも働きかけ、1999年には APSから物理

教育研究を物理学の研究領域の一つとして認める趣旨の声明 [16]が発出された。ま

た、2005年には、物理教育研究の研究成果を発表する論文誌として American 

Institute of Physicsから刊行されている Physical Reviewシリーズの中に Physical 

Review Special Topics Physics Education Researchを創刊した。この Open-access

の電子ジャーナルは、その後 2016年に Physical Review Physics Education Research

と改題され、物理教育分野の研究成果を発信する重要な媒体となり、この分野の研究者

達にとって自らの研究業績について物理学分野やさらに広くその外部からの評価を得る

ための重要な手段の一つになっている。米国外の投稿もイギリス、フランス、クロアチ

ア等々の欧州諸国に加えて、南米、中国、インド、イスラエルなど多岐におよんでお

り、物理教育研究の国際的な拡大がうかがえる。 

米国の物理教育研究者達は、物理教育研究に基づくカリキュラムや教材を開発したう

えで、そのカリキュラムや教材を PER研究者ではない一般の物理教員へ普及させること

にも努力している。AAPTや APSの研究大会に際して、ワークショップと称する講習会

を通じて普及を図っているのがその一例である。また、1996年以来、AAPTと APS、AAS

（アメリカ天文学会）、AIPなどが協力して NSFの資金援助のもとに、物理学と天文学

分野の新任大学教員に対するワークショップなどを開催している [17]。 

しかし、学問分野に根ざした教育研究（DBER）や PERに基づく教育研究が蓄積され、

それに基づくカリキュラムや教材の有効性が統計的にも検証されていく中で、教育の現

場への浸透は遅々としているという思いがいまだに研究者にはある [18]。 

これに対して、物理教育研究の指導的研究者の一人で自ら複数の大学で多数の学科の

科学教育改革を主導してきた C. Wiemanは、授業改革の実効性や普及を左右する要因の

一つは，対象学科のマネージメントや組織風土にあることを指摘している。そして，改

革の効果的な実現には大学内外の DBER専門家の助言を取り入れ、学科のマネージメン

トが主導する取り組みが必要であることなど、学科を挙げてのコミットメントやインセ

ンティブの付与の重要性をエビデンスとともに提示し、その著書 [19]の中で詳細に分

析・考察している。このような近年の米国における DBERに基づく授業改革の組織的な

取り組みの動向については、大森不二雄と斉藤準による日本語の解説 [20]がある。 

 
 (3) 物理教育研究の日本での動向  

日本の初等中等教育においては、「授業研究」として知られる教授法や教材の開発

が、教育現場の教員達によって、校内外の教員コミュニティの自主的な共同活動として

古くから行われ、その成果が共有されてきた [21]。 

また国際交流を通じて日本の物理教育関係者は早くから国際動向に関心を持ってい

た。1986年に東京の上智大学で開催された International Conference on Trends in 

Physics Educationはアジア地区で始めての物理教育に関する国際会議であり、それま

でに日本で開催された物理の国際会議としてはもっとも多数となる 40を超える国々か
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らの参加を得ている。この国際会議では、日本からの参加者の中に高校教員が多いこと

が海外からの参加者に強い印象を与えた。 

さらに、2006年に東京で開催された International Conference on Physics 

Education （ICPE2006）では物理教育研究が中心的な話題の一つになり、日本でのこの

研究領域への関心も大いに高まった。23ヶ国から約 400人が参加したこの会議でも、

国内からの参加者約 170名のうちの 60％が高校教員であった。米国を中心に急速に発

展しつつある物理教育研究に基づく改革型授業についての実践者達による報告も多数あ

り、日本の物理教育関係者達を大いに刺激した。 

この経験を通して、国内各地で、高校教員や教育系大学教員らによる物理教育研究を

取り入れた授業実践の研究会などの活動がさらに活発化した。その中から、2012年に

は、 E. F. Redish によるこの分野への入門書[12]の和訳書[14] が出版されるなど、

物理教育研究に基づいた改革型授業を日本の教育現場で実践する試みも諸処で行われる

ようになっている。 

 

日本の大学の状況 

一方で、1991年大学設置基準の大綱化が行われ、この時期の日本の一般の大学では

様々な対応に追われていて、専門科目の強化・一般教養科目の軽減の傾向、基礎教育科

目の弱体化、などが懸念されていた。国立大学における教養部解体後の新体制のもとで

物理学のウェイトが減少したという指摘もあった。また、高校理科教育では物理離れが

強い懸念を引き起こしていた。その様相は例えば文献 [22]などの記録からもうかがえ

る。このような状況の中では、日本の大学および大学教員にとっては急速に進展してい

る物理教育研究の国際的な動向に目を向ける余裕は乏しかったと思われる。 

 

日本の物理教育の現状調査 

最近になって、物理教育の実情を知る試みとして、大学教員と高校教員からなるグル

ープの共同調査研究「物理教育の現状調査プロジェクト(略称)」[23]が科研費の支援を

受けて 2014年から実施された。 

この調査では物理教育研究をもとに開発された力学概念理解度調査（Force Concept 

Inventory: FCI）の和訳版 [24]を用いて日本の高校と大学の基礎課程物理教育での力

学概念理解の様相を測定した。FCIは、D.Hestenesらによって 1990年代初期に開発さ

れた運動学、第１～第３法則、各種の力など、ニュートン力学の基礎的な概念の理解度

の調査問題である。問題理解にかかわる 30問の 5肢択一問題からなり、誤答選択肢

は、それまでの先行する物理教育研究から普遍的な存在が知られている素朴概念を被検

者が持っているとつい選択してしまう誘導誤答からなっている。問題の守秘を徹底しな

がらくり返し世界で用いられており、全問についての正答率は、ニュートン力学の基礎

的な概念理解の指標になることが知られている。 

高校および大学の理工系および理科教員養成系の基礎課程の約 15,000名の生徒・学

生について物理教育の状況の調査を行い、分析結果を報告している [25] [26]。 
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FCIの英語原著版によるテストデータの分析には、項目反応理論（Item Response 

Theory）を用いた研究 [27]や、Morrisらの「項目応答曲線（Item Response 

Curves）」を用いた分析など多数の報告がある。Morrisらは米国３大学の理工系初年

次生計約 4000名に対する FCIテストを実施し、その分析結果を報告している[28] 

[29]。同じ手法を日本の高校生・大学生についての日本語訳 FCI調査データに適用して

得られた知見は、Morrisらによる米国データの分析結果と強く類似しており、国際的

な物理教育研究からの知見やそれに基づく学習や授業の改革指針が、日米の言語・文化

さらには教育体制を超えた普遍性を持つことを強く示唆している。 

 

高校物理履修によるゲイン 

履修による概念理解の向上は、コース履修の開始および終了時点で同一の調査を実施

して得た事前（プレ）と事後（ポスト）テストのクラス平均正答率<Spre>と<Spost>か

ら下記の式を通じて得られる Hakeの規格化ゲイン gから推定できる[30]。

 

日本の高等学校での力学の学習は、現在の学習指導要領下では、２単位科目の「物理

基礎」と４単位科目の「物理」にまたがって行われる。FCIの調査項目のうち運動学、

運動の法則、落体の運動（1次元中心）、圧力・浮力、空気抵抗などは、２単位科目の

「物理基礎」で、また、平面内の運動、放物運動、運動量、円運動、単振動、万有引力

は 4単位科目の「物理」の教科の中で教えられることになっている。文部科学省の平成

27年度統計によれば、公立普通高校では、「物理基礎」の履修率は 65.6%、さらに「物

理」まで履修するのは 22.8%である。「物理教育の現状調査プロジェクト」では、物理

基礎 22クラス（761名）物理 18クラス 478名の参加を得た。米国の高校物理コースで

の力学の履修内容は、多くの場合「物理基礎」と「物理」の二つの科目にまたがってい

る。そこで、上述の日本での調査データから「物理基礎」に加えて「物理」まで履修し

た生徒達に限定してのゲイン gを推定するとその値は 0.27であった。これは、Hake 

[30]が報告している米国の高校物理の伝統的な授業と改革型授業のゲインのおよその境

界値 0.3とほぼ等しい。日本の高校物理教育におけるニュートン力学の基礎概念の理解

の進展は、「物理」まで履修した生徒に限ってみれば、米国高校でのそれとほぼ同程度

であることがうかがえる。 

 

大学基礎課程での力学履修によるゲイン 

一方、日本の大学の理工系および教員養成系の 29学科の参加を得た事前事後調査で

は、大学初年次の入門物理学コース（その内容は主として古典力学）の履修開始時点で

実施した FCI事前テストの正答率の全学科での平均は 59%で、個々の学科の平均正答率
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<Spre>は約 30％から 80％にわたって広く分布していた。これは、文献[30]にある米国

大学についての値、約 30～70％、に比べてほぼ同程度ないしやや高い。ちなみに、こ

の調査で得た日本の大学でのプレテストの個別学科平均値は、受験産業がインターネッ

ト上で入試難易度の参考指標として掲載しているそれぞれの学科の「偏差値」（の中央

値）と強い正の相関（R=0.68）を持っていた。すなわち、日本の大学入学時点の理工系

学生の力学基礎概念の理解度は、米国と同様に広い範囲に分布するが、日本独特の個別

大学入試は力学概念の理解度についても強い選別力を持っているように見える。  

ところが、大学での科目履修効果を示すゲイン gの値は、図１に示したように、調査

に参加した全 29学科(1777名)全体について見ると、プレテスト正答率<Spre>や偏差値

と相関がなく、全体平均は約 0.1と極めて小さく、ゲイン gが負の値をとるクラスも少

なくなかった。これは、文献 [30] にある米国大学の、改革型授業を導入していない講

義主体の伝統的な授業のクラスについての報告値に比べてもかなり低く、大学の基礎課

程での力学履修が概念理解の向上をほとんどもたらしていないことを示している。日本

の大学の基礎課程での物理教育の有効性があまりにも乏しいことは、大学教育の意義に

疑問を抱かせるゆゆしい事態と言わざるを得ない。 

その一方で全体の 14％にあたる（図１で◇で示されている）4クラスについては、ゲ

イン gの値は 0.2～0.5という顕著に大きな値であった。これらのクラスはいずれも授

業者自身が物理教育研究者であり、物理教育研究に基づく能動的学修への授業改革を実

効のある形で実現していることが授業者の学会報告やヒアリング等を通じて確認されて

いる。 

 

 
図１ クラス別ゲイン g対事前テスト正答率のクラス平均値<Spre>。◇印の４クラスは

いずれも授業者自身が物理教育研究者であり、物理教育研究に基づく能動的学習への授

業改革を実効のある形で実現していることが学会報告などからうかがえる。 
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上述の調査の対象は大学の理工系ないし理科教員養成系の基礎課程の物理学入門的な

コースであり、科目名は、力学入門、物理学基礎Ⅰ、古典力学Ⅰなど、学科によって

様々だが、シラバスやそれにかかげられた教科書や参考書から、ニュートン力学の基礎

的な部分に相当するほぼ共通的な内容を扱っていることがうかがわれる。 

図 1の◇でマークした 4クラスも学科・コースは様々であるが、その内容はほぼ同様

である。しかし、それらの共通の特徴はその授業方法にある。授業者は自らが物理教育

研究者で、先行研究の結果に基づく改革型授業を採用し、授業には以下の様な共通点が

見られる。 

① 学生の概念理解の実態をあらかじめくわしく調査している。 

② 学修の到達目標が明確に設定されている。 

③ 物理教育研究において有効性が検証されている授業手法や課題を、学生の既習歴

や授業環境に適合させて取り入れている。 

④ 講義中心ではなく、グループによる課題への取り組み、演示実験・学生実験など

を通じて学生相互に議論し考えさせ、授業者はこの活動の支援者（facilitator）とし

て機能する。 

大学教育の有効性の向上はかねてから重要な課題とされてきた。しかし、これまでの

議論の多くは、初中等教育の有効性、ゆとり教育の弊害、大学入試の引き起こすひずみ

などと関連させて議論されるところが多かったと考えられる。しかし、上に述べた「物

理教育の現状調査」の FCIデータは、ニュートン力学の基礎概念の理解度という限定的

な側面を捉えたものではあるが、むしろ大学の基礎課程での側に極めて大きな課題があ

ることを示している。 

 

概念理解度調査の結果を海外データと比較する場合には、日本の大学の授業の枠組み

に海外の大学のそれと大きく異なるところがあることにも留意する必要がある。例え

ば、日本と海外では学部４年間の科目履修単位配分に大きな差異がある。 

大学の「単位」の考え方や 1単位が想定する履修時間、卒業に要する単位数などは、

大学教育の国際的な同等性も考慮して定められており、１単位あたり 45時間の学修を

必要とする内容をもって構成することが標準とされている。ここでいう１単位あたりの

学修時間は、授業時間内の学修だけではなく、その授業の事前・事後の準備学修すなわ

ち予習復習を合わせたものとされている。さらに、大学設置基準では、「学生が各年次

にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修得すべき単位数

について、学生が一年間又は一学期に履修科目として登録することができる単位数の上

限を定めるよう努めなければならない。」とされている。この単位数上限の設定はキャ

ップ（CAP）制と呼ばれている。例えば米国ではそれぞれの学期に並行履修できる科目
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数は４科目ないし５科目である。しかし現実には、日本の大学では学部低年次での単位

取得が多く、このために 10科目前後にもおよぶ多数科目を並行履修する学生が多い。 

2003年に発出された第 18期日本学術会議工学教育研究連絡委員会報告「グローバル

時代における工学系大学院教育」[2] に示されている大学の工学部電気系学科の単位配

分例の日米比較を表 1に示す。これに見られるような低学年次における多数科目の並行

履修は近年においても大きくは変わっていないと思われる。  

 

表 1 単位の配当例（学部・電気系） 
大 学 卒業要件 1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 

名古屋大学 134 50 51 23 10 
京都大学 132 44 47 38 3 
大阪大学 132 41 47 34 10 

Michigan 128 32 32 33 31 
NCSU 120 31 31 30 28 

 

表 1によれば、卒業要件は日米ともほぼ 130単位であるが、米国ではこれを４年次ま

でにわたってほぼ均等に取得するのに対して、日本では１～２年次に 40～50単位を集

中的に履修することになっている。 

 例えば、年間 30週間の学習期間に 50単位を１単位につき学習時間 45時間を充当し

て履修することは、週あたり 75時間、週休２日とすれば１日あたり 15時間の学習を要

する（50 単位＊45 時間／30 週＝ 75 時間／５ 日＝ 15 時間／日）。日本の大学生の

学習時間の実態はこれと大きくかけ離れて小さいことも、学習でのゲインが著しく低い

ことの一因と推測される。 

大学の低学年次に多くの単位を取得するべく 10科目前後に達する多科目を並行履修

する学生が多い理由として、一つには、４年次の学生が多くの時間を大学院入試の勉強

と卒業研究に集中できるようとの配慮のためと考えられる。加えて、後年次、特に最終

年次、の学生達が「就職活動」に多くの時間を割かなければならない日本の採用慣行が

大きくかかわっていると考えられる。さらに、多数科目の並行履修に加えて、多くの学

生が「アルバイト」に長時間を割くことも自学自習する時間を大きく圧迫し、学習の量

と質を制限していると考えられる。長時間の「アルバイト」の背景のひとつとして考え

られるのは、学生達を取り巻く経済的環境の変化である。返済不要な奨学金を大幅に増

額するなど、大局的な見地からの対策の検討が強く望まれる。 

また FCIテストを使っての上述の調査では依然として男女差があることも見えてきた

[31]。ジェンダー・ギャップは重大な問題として物理教育においても国際的に注目され

ている。21世紀初頭には、改革型の授業の導入がジェンダー・ギャップの克服にも有
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効であるという主張も複数の論文で報告されたが、その後の研究で再現されていない。

ジェンダー・ギャップは、おそらく、多数の微妙な要因の組み合わせに起因していると

いう見方が広がりつつある。物理教育研究の論文誌 Physical Review Physics 

Education Researchは 2016年８月に Gender in Physicsと題する特集を掲載してい

る。その中の一編で、Sarah L. Eddy and Sara E. Brownell [32]は、研究の関心を

STEMにおける女性の比率などから、その底にある多数の微妙なジェンダー差の原因に

向けることを提唱し、社会科学者や自然科学者との研究の連携を提唱している。ジェン

ダー・ギャップの原因の追及とその克服は日本における今後の物理教育研究にとっても

とりわけ大きな課題の一つと考えられる。 

 

３ 物理教育改革への道 

 2012年８月の中央教育審議会答申 [33]での言及などをきっかけにして、近年わが国で

は「アクティブ・ラーニング」が、教育の改革にむけた重要なキーワードとして関心を集

めている。しかし、アクティブ・ラーニングが効果を上げるためには、それが意味すると

ころや、具体的な実施方法、さらに効果の測定とフィードバックなどに、教育研究の理解

と裏付けが不可欠である。予算や人員の制約の下に、現実的で効果的な教育改革を実現す

るためには、十分ねられた企画と実施が不可欠であることは、米国での精力的な実践経験

を踏まえて例えば文献 [12]、[34]に報告されている。さらに、日本の大学制度、教育の

組織には、日本独自の文化風土や課題があることも明らかである。 

 現在のわが国の状況を見ると物理教育研究 PERにもとづく大学基礎課程の物理教育改革

の機運は高いとは言えない。一方で、第２章で述べたように、物理教育研究に基づく授業

改革がこれまでの物理教員個人の経験に頼る講義や学生実験・演習に比して、学習者の物

理概念理解に対してはるかに有効である。海外では物理教育研究という専門的領域が確立

されつつあり、また物理教育研究にもとづく大学の基礎物理教育の改革が望ましいことが

明らかである証拠が多く蓄積されている。他方で、わが国の大学の基礎物理教育に問題が

あることが明らかになりつつあるにも関わらず、現状では物理教育研究へのわが国の大学

物理教員の関心は全体としては低く、また物理教育研究にもとづく大学基礎課程の物理教

育の改革の機運も高くない。また、現在はどのようなトレーニングを受ければ物理教育研

究の専門家として役立つかという標準がわが国にはなく、トレーニングの指導者も十分に

いないのが現状である。 

以下に、物理教育研究にもとづくわが国における大学基礎課程段階での物理教育の改善

実現のための課題を挙げる。 
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 (1) 学術分野としての「物理教育研究 PER」の強化 

日本のこれまでの高い物理学研究のレベルを維持し、広い分野の科学者・技術者そし

て一般市民の間に科学についての高いレベルの素養をもたらすためには、日本における

物理教育をより効果的なものにすること、そしてそれを可能にするために、物理教育に

ついての科学的研究を一層強化することが強く望まれる。 

 また、物理に対する関心度や理解度などに男女の違いがあることも指摘されてきた。

この背景には伝統的な考え方や社会環境などが複雑に絡み合っていると考えられるが、

男女の違いの実態と要因の解明とそれに対する適切な対応策の検討は物理教育の一つの

研究課題と考えられる。 

 このような重要な役割を持つ物理教育研究であるが、現在の活動の発展の速度は大学

の物理教育に大きな変化をもたらすのに十分なものとは言えない。日本物理学会や日本

物理教育学会等の関連学会における研究発表数の増え方も、現状のまま放置しておけ

ば、今後 10年間に、国内の物理教育の効果に大きな改善をもたらすほど大きなものに

はならないことが危惧される。 

 なかでも物理教育研究の研究人材は極めて少数であり、その育成が急がれる。そのた

めには、わが国においても物理教育研究を学術分野として確立・強化することから始め

なければならない。現在、物理教育研究を専門としその研究者を育てる研究室は極めて

少なく、とくに、米国のように物理教育研究を物理学の専門分野の一つとして位置づけ

て、物理教育研究で博士号を取得できる研究室を置いている理工系学部はない。現在わ

が国の大学は厳しい財政環境の下に置かれているとは言え、高い水準の物理教育研究の

深化とそれを担う本格的な物理教育研究者集団の拡大にとって、この問題の検討は極め

て重要である。 

また、物理教育研究を研究分野として確立するために、科研費の項目の中に物理教育

研究ないし DBERを設定することや、その審査員に物理教育研究の専門家を加えること

も検討すべきである。さらに研究環境を整備するため、学術雑誌の中に物理教育研究の

セクションを設け、研究論文の発表の場を作ることも検討すべきである。 

さらに、物理教育研究の持続的な発展のためには、物理教育研究者のコミュニティの

形成にむけた関係者の意識的で緊密な連携を形成する努力が極めて重要である。わが国

の現在の物理教育研究者には、１）物理学科・応用物理学科等の物理学関連学科の教

員、２）教育学科の物理教員および物理学を専攻した経歴を持つ理科教育担当教員（多

くが理科教員養成に関わるとともに教育研究に関わることが期待されている）、３）共

通教育系の物理教員（職務として高等教育の研究に関わることを期待されている）、

４）高校の理科教員（物理教育研究とその実践に長年かかわり、物理教育に高い見識を

持ち、リメディアル教育など大学教育でも業績を上げている教員が存在する）など、多

様な背景を持つ人々が存在する。米国の例を見るまでもなく、これら様々な環境の研究
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者の間の相互の意識的な連携の強化によって日本の物理教育の強化・加速が実現される

と期待される。またコミュニティでの討論にもとづいて、物理教育研究の深化と拡大お

よび物理教育研究にもとづく改革の推進に関する、戦略的な目標を立てて、それを共有

することが期待できる。また、物理教育研究を学びたいという人々の要望に組織的に応

えることもできる。たとえば、日本物理教育学会・日本物理学会・応用物理学会など

に、物理教育研究に関心を持つ教員や新しく大学の物理講義や実験を担当する教員のた

めの情報提供のための窓口を設け運営することも関係者の意識的な連携の下で可能にな

ると思われる。 

 

 (2) 物理教育研究人材の育成 
とくに、物理教育研究分野の若手研究者の育成には以下のような多様かつ系統的なル

ートを検討することが望まれる。(a) 物理学関連学科の中に物理教育研究を専攻して学

位を取得できる道を開く。また、物理学研究を専門とする教員にも、物理教育研究に関

連したテーマを研究する大学院生の育成にもかかわる可能性も保証することが望まし

い。研究室で教育学科の専門家の協力を得て博士学生を育成する可能性も検討に値す

る。(b) 一方、教育学科の中で物理学関連学科の教員の協力を得て物理教育研究に関連

したテーマを研究する大学院生を育成する可能性も保証することが望ましい。(c) 物理

学で学位を取得した人材がその後２年程度の期間、物理教育研究の研究室で研究と教育

実践の研鑽を積むことができる公的資金によるポストドクター研究奨学制度を設定する

ことも考えられる。米国ではこのようなルートで物理教育研究の指導的研究者になって

いる人材が多数いると言われている。このポスドク研究を経た後教育研究以外の物理学

研究者のキャリアに入る研究者にも、この経験により教育面でも優れた研究指導者にな

ることが期待される。  

  

 (3) 物理教育研究の普及と現場教育との連携 

物理教育研究の目的は、学習者が物理学の概念を獲得して、その後の学習や研究活動

に活かすことが出来るようにすることである。これまでの研究における調査の結果、従

来の一方通行型の講義では、学習者の概念理解の定着が極めて低いことが分かってい

る。そのため、教授者と学習者が相互作用しながら概念理解を助けるような新しい授業

形態が必要になる。しかしこのような変革を実現するためには、PERの成果についての

正確な理解と、それを実践するための体制作りが必要であり、大学教育に関連するあら

ゆるレベルでの検討が必要である。その上で物理教育研究の普及と現場教育との連携が

より有効に機能できる。  

2006年の物理教育国際会議をきっかけに、米国の物理教育研究に対する先進的な大

学・高校教員の関心が高まり、研究が始まって以来、日本物理教育学会研究大会および
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日本物理学会領域 13の物理教育のセッションにおける物理教育研究に関連する発表は

年々着実に増えているが、それでもわが国の理工系の高等教育における基礎教育の重要

な礎石の一つである物理の授業を担当する教員の圧倒的多数は、物理教育研究という領

域自体を知らないか、あるいはその内容についてほとんど知らないのが実情である。こ

のことに鑑みると、物理教育研究をどのように広く知らせていくかということ自体が課

題である。物理教育研究の専門家がその内容・成果を物理の研究者・教員の大きなコミ

ュニティに広く知らせることと同時に、物理の授業を担当する教員に普及する必要があ

る。特に若手の教員には、積極的にこの新しい動きへの参加を促す組織的な活動が必要

である。 

 

 

 (4) 物理教育研究の成果の普及と大学教育システム  
現在のわが国の大学のカリキュラム構成は、ある科目の授業は１週間に１コマか２コ

マしか開講されないなどの点で、硬直した構造になっている。PER・DBERの研究成果を

活かすためには、必要となるカリキュラム編成を許容する柔軟性の導入と、それと整合

する履修環境全体の整備が望まれる。 

 大学教育システムとしては、教員集団のレベルでは、PERの成果を授業に取り入れよ

うとする教員へのサポート、同僚教員の間での情報の共有と、日常的な授業内容の研

究と相互チェックなどが重要であり、そのための DBERの研究成果やこれに基づく授業

手法についての FD（Faculty Development）的活動が学科や学部単位で行われることが

必要になる。このような授業改革も全学レベルで理解され支援される事が望ましい。 

 

 

４ 提言 

 前章での議論は、共通の課題として下記の 4 項目の提言にまとめることができる。 

 

提言１ 物理学の中に学術分野としての物理教育研究の構築が必要である。 

 物理教育研究の分野構築には、まずこれらの分野の研究者達の主体的活動が必須であ

る。DBERで先行する米国での歴史なども参考に、自らの研究の場を確保し、研究の切磋

琢磨のための研究会などを組織運営し、論文出版の場を形成することなどが強く望まれ

る。 

 DBER研究者はそれが基盤とする学術分野とかかわっていることが重要である。このた

め、揺籃期にある日本の物理教育研究のコミュニティに対して、日本物理教育学会と日本

物理学会・日本天文学会・応用物理学会、さらには教育関係の学会などによる連携した支
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援が行われることが望ましい。たとえば、学術雑誌の中に PER・DBERセクションを設け

て、研究論文発表の場を作る等の支援があげられる。 

 また、DBER構築と推進のための方策として、たとえば科研費の物理学分野の中に物理

教育研究の項目を設定することがあげられる。この項目への物理学・教育学領域からの研

究者の応募を勧奨し、また審査員として PER・DBERの専門家を加えることも重要である。 

 

提言２ 物理教育研究の人材育成を推進すべきである。 

 物理教育研究の人材育成を促進するために、人材育成の各レベルに対して以下のような

方策が考えられる。物理学・教育学の博士課程に、PER専門研究室の設置を認めて、この

分野での学位を認めること、また、物理学を専攻する大学院生の指導や論文審査を他学

科・他学部あるいは他大学の教育学研究者が協力して行う事により DBER分野の学位を可

能にすることなども検討に値しよう。若手テニュアトラック教員制度の対象に、PERおよ

び DBER専門教員を含め、教員採用時の評価項目に PERにかかわる業績を取り入れる等も

必要であろう。 

 

提言３ 物理教育研究に基づく改革型授業の大学教育の現場への組織的な導入を積極的に

推進すべきである。 

 物理教育研究の専門家が関与する学科レベル、学部レベル、さらには全学レベルの教育

改革支援事業を公的に支援することが重要である。またグループ授業や情報通信技術が駆

使できる環境も必要である。 

その中には物理の授業を担当する教員が PERに基づく改革型授業についてトレーニング

を受講できる体制が必要である。特に若手の教員には、積極的にこの新しい動きへの参加

を誘う組織的な活動が必要である。このトレーニングについては、個々の大学の高等教育

センター等において授業改革事業支援体制を設け、これを通じて PER・DBER教員が多くの

クラスの授業改革にかかわる方式なども考えられる。 

 

提言４ 物理教育研究に基づく改革型な授業を効果的に行うための教育環境を整備する必

要がある。 

 教育環境の整備として重要なのは履修環境である。物理教育研究に基づく能動的な授業

を効果的に行うには集中した授業時間が必要な場合もある。カリキュラム編成の柔軟性を

確保するための条件整備が求められる。またグループ授業や情報通信技術が駆使できる環

境も必要である。そのために、学部・大学、文部科学省等による連携した取り組みが必要

である。 
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 これらの４項目の提言の実現には、個々の教員や物理教育研究者の努力に待つところが

大きいが、さらに、物理教育研究のコミュニティを拡大し強化することが重要である。た

とえば既に、日本物理教育学会、日本物理学会、応用物理学会などの中に物理教育研究

（PER）の活動があり、また、大学教育学会には STEM分野横断的に専門分野に基づく教育

研究（DBER）をめざす活動がある。これらの関連学会が、共同で研究討論会の実施や論文

誌の共同発行などを通じて連携を強化することによって PER・DBERの研究と実践を促進す

ることが期待される。そのような組織的活動の強化をもとに、広く初中等を含む教育界や

学術の世界、一般社会、産業界、そして行政機関に向けて発信し理解を得ることを通じ

て、将来の教育をより充実したものにするための施策の策定と実行が大きく加速されるこ

とを強く願う。 

 

また、ジェンダー・ギャップ（男女格差）の克服は国際的に大きな課題であり、世界経

済フォーラムが 2019年に発表したジェンダー・ギャップ指数で、153カ国中 121位にラ

ンクされた日本には、特段の努力がもとめられる。物理学分野も例外ではなく、物理を選

択する学生数および研究者数での女性比率は極めて小さく、その実態と要因の解明、それ

に対する適切な対応策の検討等がなされる必要がある。この意味で物理分野の大学基礎教

育におけるジェンダー・ギャップの克服は物理教育研究の重要な研究課題の一つである。 

 本提言は物理教育研究の推進方策に関するものであるが、物理以外の分野においても

DBERの考え方に基づいた教育研究が推進され、その成果がわが国の大学等高等教育機関

の理工系教育の改善に顕著な効果をあげることを期待したい。 
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